
平成 22年 委員提出資料≡ヨ

社会保障審議会医療保険部会 (出産育児一時金問題)の
審議進行に関する上申書

社会保障審議会医療保険部会 御中
平成 22年 7月 14日

井上 清成 (弁護士 )

出産育児一時金の問題の審議に関しては、次のとおりに進行されたく、ここに上申

いたします。

1.出 産育児一時金問題の審議に関しては、専門委員の中から選出された座長を特
に選任し、審議を進めるのが相当と思料する。

(専門委員の海野信也氏が適切であると思料するので、同氏を座長に推薦する。)

2. 出産育児一時金問題の審議の度に、専門委員が担当して、その回ごと議事整理
を行い、中間および最終の取りまとめを行うのが相当と思料する。

3. 出産育児一時金問題の審議の冒頭において、私 (井上清成)が約45分間を目
安に、出産育児一時金直接支払制度の問題′はとそれに代わる新しい制度の提案の

概説を行 うのが相当と思料する。

4. 当初より予定されていた 8月 5日 (本)14:00～ 16:00を 出産育児一

時金問題の審議の第 2回 日として維持するのが相当と思料する。

以 上
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妊産婦のための出産育児一時金制度の提案

一直接支払制度に代わる新たな即時現金給付制度―

平成 22年 7月 14日

井上 清成 (井上法律事務所 弁護士)

1 健康保険法上の出産育児一時金
第 101条  「被保険者が出産したときは、出産育児一時金として、政令で定める   

・

金額を支給する。」

第52条   「被保険者に係るこの法律による保険給付は、次のとおりとする。
④出産育児一時金の支給」

第61条   「保険給付を受ける権利は、譲り渡し、担保に供し、又は差し押さえ
ることができない。」

2 出産育児一時金の立法趣旨
(1)現金支給一第 101条の「金額を支給」より

(2)使途自由一出産と育児のための一時金という名称より

(3)直接支給一第61条の譲渡禁止より

(4)即時支給一第 101条の「被保険者が出産した時は」より

3 即時現金給付制度の法技術
(1)事前申請一妊娠 4ヶ月以上ならば生産・死産を問わず支給されるので、出産時

というのは停止条件でなく実質は不確定期限であり、事前申請も可

(2)振込指定一代理受領と同じく非典型担保であるが、代理受領とは異なつて代理

人名義申請ではなく本人名義申請

(3)自 由選択一出産育児一時金の振込先指定についても振込額の割振指定について

も妊産婦の自由選択

(一般に、財力あるが時間がない妊産婦は直接支払制度が便宜だが、

財力ない妊産婦には現金支給が便宜であり、妊産婦の事情は  _
様 )々

(4)出産事実通知一分娩機関から保険者へは、出産育児一時金と関連性がないので

専用請求書は不要であり、出産した事実を通知することをもつ

て足りる。なお、出生証明書は戸籍法上で必要とされるもので、

やはり関連性がないので不要

以 上
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出産育児一時金直接支払制度の緊急少子化対策としての問題点

平成 22年 7月 14日
井上 清成 (井上法律事務所 弁護士)

1 出産育児一時金に関連する緊急少子化対策は ?
(1)緊急少子化対策の出産育児一時金関連の選択肢
①支給金額面―増額か減額か

②支給対象者面―妊産婦か分娩機関か

③支給時期面―出産即時か lヶ 月後か2ヶ月後か

④支給内容面―現金か現物か

⑤支給手続面―申請書のみか専用請求書もか

(2)直接支払制度の功罪 〔直接支払制度以前との比較〕
①支給金額面一増額 (○ )

②支給対象者面―妊産婦から分娩機関へ (× )

③支給時期面-lヶ 月後から2ヶ月後へ (× )
④支給内容面一現金のまま (○ )

なお、健康保険法上、正常分娩を「療養の給付」 (疾病または障

害)と して現物給付化することは不可能。

⑤支給手続面―申請書のみから申請書プラス専用請求書へ (× )

(3)即時現金給付制度の提案 〔直接支払制度以前との比較〕
①支給金額面―増額

②支給対象者面―妊産婦のまま

③支給時期面-lヶ 月後から出産即時ヘ

④支給内容面―現金のまま

⑤支給手続面一申請書のみのまま

2 個別的な論点
(1)「直接支払制度は手持ち資金なしでお産ができる」という論理は?

もともと出産育児一時金の支給は出産後約 lヶ 月であつたが、これを前提とし

て、「手持ち資金なしで」と述べたに過ぎない。出産後約 lヶ月の支給を出産即時

に前任1し さえすれば「手持ち資金なしで」が実現できる。出産後の申請しか認め

なかった故のことであつたので、出産前の申請さえ認めれば出産即時の支給が、

容易に実現できる。

(2)直接支払制度導入時に廃止された「代理受取制度」は?
「代理受取制度」 (代理受領とは異なる。)と は、妊産婦が自ら保険者に事前申
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請をして、分娩機関に出産育児一時金を妊産婦に代わつて受け取ることを認める

制度である。法的には、代理受領 (直接支払制度)ではなく、振込指定 (即時現

金給付制度)の技術を利用 していた。ちなみに、代理受領と振込指定とは、法的

に非典型担保に分類 されることは共通であり、違いは唯一、出産育児一時金の申

請名義人が代理人 (分娩機関)であるか本人 (妊産婦)であるかというに過ぎな

い 。

かつては、すべての保険者が採用しておらず区々であつたこと、及び、厚労省

が余 り広報に熱心でなかったことから、さほど利用されなかったものの、合理的

な制度であったと評 しえよう。

(3)専用請求書の趣旨は ?

直接支払制度で採用されている専用請求書は、そもそも出産育児一時金支給と

も緊急少子化対策とも、何 らの関連性もないので、不合理である。それに、分娩

機関の事務負担も大きい。

(4)未収医療費対策としては ?

未収医療費対策と緊急少子化対策や出産育児一時金とは、何 らの法的関連性も

ない。未収医療費対策を充分に実施 していない病院 (未収医療費の約 97%は 病

院であるらしい。)が、仮 りに出産育児一時金に便乗 して直接支払制度を推奨する

としたならば、その論理には合理的関連性がない。

(5)「安心してお産を」するための金銭面以外の条件は ?

身近に、診療所・助産所 といつた正常分娩を主に扱 う分娩機関が存在すること

が必要である。現に、分娩件数の約半数は診療所
。助産所が担当している。とこ

ろが、直接支払制度によつて 2ヶ 月の入金遅延が生じたために、正常分娩に特化

している診療所と助産所は、平成 21年 10月 1日 以降は全収入が 2ヶ月入金遅

延 となつてしまった。正常分娩での産科以外の収入のある病院に比して、診療所
。

助産所などの経済的打撃が甚大となった。もしも直接支払制度が トリガーになっ

て診療所・助産所が閉鎖でもしたとすると、それは緊急少子化対策に逆行する事

態である。

以 上



出産育児一時金の現金給付制度の法技術

申請者 申請先 申請時期 受取者 受取時期 必要事務書類 法技術

出産育児一時

金支給制度

妊産婦 保険者 事後 妊産婦 出産後

約 lヶ 月

出産証明 振込指定

事前 申請に よ

る代理受取制

度

妊産婦 保険者 事前 分娩機関 出産時 妊娠証明。出産

証明

振込指定

(非典型担保 )

出産育児一時

金直接支払制

度

分娩機関 保険者団体 事後 分娩機関 出産後

約 2ヶ月

出産証明。専用

請求書

代理受領

(非典型担保 )

学会・医会統一

の共同要望書

妊産婦

(又は分娩機

関)

保険者団体

(又は保険者 )

事前 妊産婦 の選択

制 (妊産婦又は

分娩機関)

出産時 妊娠証明・出産

通知

振込指定

(非典型担保 )

/

町
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|:「出産育児二時金直接支払制度に代わる新たな制度」の要望書
‐ ‐■出産育児一時金42万円を出産直後にもちらて自由に使えるように一
‐■                       平成 22年 4月 30日

長妻昭厚生労働大臣   殿     |
小沢■郎民主党幹事長‐ 殿

関係'自体:   :   : 各位

妊産婦344イ
‐            弁護士

出産育児‐時全等直接支払制度は、制度i

子化対策としての成果が挙がつていない。そこでt出産育児一時金42万円を出産直

後にもらえるように、今までの事後申請制度のみでなく、事前申請制度を導入しても

らいたい。また、出産育児一時金42万円の使い途を妊産婦が自由に選択できるよう

に、代理受領制度ではなく、振込指定制度に改めてもらいたい。このようにして、本

当の意味での・「手ぶらでお産」を実現し、妊産婦が出産育児
‐時金42万円を出産直

後にもちつてすぐに自由に使えるようにしてもらいたい。

1 名称 :              ‐  ■|            ● :

講学上の名称‐は、「出産育児一時金等事前申請自由選択型振込指定支給制度」
iと
:言

つ。

1但し、・法令上の名称または通称は、
「出産育児二時金の事前‐申請・貝F時給付制度」

などめもう,と短くわかりやすい名称がよい。       l  j l   ■

21事前申請自由選択型振込指定の申請書書式

従来の事前申請に基づく代理受取制庫の書式をアレンジすることが便宜である。

違いは2点あり、1点日は F妊娠証明」の欄を設けたことで、2点目は受取代理人

を「振込指定先Jと呼び名を変えたことであるし i :   :   :  : , '

3 申請書の提出者と提出先と提出に伴う手続き
(1)提出者
申請書の提出者は、あくまでも妊産婦 (被保険者)であり、分娩機関ではない。

但し、分娩機関が使者 (代行)〔代理人ではない:〕 として、事実上提出する:こ と

は認めてもよい。     1
(ヽ2)提出先:

提出先は、被保険者の資格確認のために必要なので、個々の保険者とすべきで

あるし提出先である保険者‐は、提出を受けたら全件、国保連に事務連絡をするこ

ととし、また、提出者たる妊産婦に対し受付印を押捺した申請書控えを交付する
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こととする。

(3)提出に伴 う手続き
妊産婦は、受付印を押捺 した申請書控えを受け取つたら、それを予定分娩機関

に提出することとし、そして、分娩機関は提出された申請書控えをもとに国保連

に対 し分娩機関となる予定である旨の予めの連絡をしておく (これによつて、国

保連が出産事実の通知に即時対応できる準備をできるようにする)。

4 -旦 提出した申請書内容の変更
(1)変更の自由
申請書の誤記訂正も含めた変更は自由であり、これを制約 してはならない。

(2)変更の手続き
申請書内容の変更の手続きは、妊産婦 (被保険者)がその旨を分娩機関に通知

すると共に、妊産婦 (被保険者)〔もしくはその使者 。代行者としての分娩機関〕

が個々の保険者と国保連に通知することとする。

5 出産と出産育児一時金支給
(1)出産に際して

出産したら、分娩機関は国保連に対 し出産事実の通知書 (モデル文例を参照。

但 し、書式や通知方法を問わない。)を提出する。なお、出生証明書の作成提出や

戸籍上の記載は、あくまでも戸籍法上の手続きであり、出産育児一時金とは関連

させない。

(2)国保連よりの支給
出産育児一時金の支給窓口は、国保連に統一する。異常分娩・帝王切開であろ

うとなかろうと、支払基金は出産育児一時金とは関連させない。

(3)国保連よりの即時支払い

国保連は、分娩機関より出産事実の通知があれば、通知の翌日または翌々日に

は指定口座 (妊産婦もしくは世帯主または分娩機関名義に限定。これら以外の場

合は、国保連は払わず、個々の保険者が支給事務を取 り扱 う。)に即時支払いをす

る。

6 その他
(1)過誤調整
本来の妊産婦 (被保険者)への出産育児一時金支給と同じく、支給過誤の返還

は保険者と被保険者の間で完結する。

(2)非典型担保
振込指定は振込完了前はいつでも変更可能とするが、変更のためには手続き上、

妊産婦 (被保険者)か ら分娩機関と国保連と保険者への変更通知を必要とする。

これにより、代理受領と同じく、非典型担保としての機能を営む。



９
θ

(3)未収金対策
退院前の振込みを可能 とすることにより、事実上、病院の未収金対策となる。

非典型担保として、振込指定の変更に手続き的制約があるので、これも未収金対

策の機能を営む。

(4)事後申請の場合
事前申請 。出産後即時払いは、出産 2ヶ 月前の申請をリミットとする。 2ヶ 月

前から事後にわたる申請も当然に可能であるが、支給まで申請後 1～ 2ヶ 月を要

することとなる。事後申請でも分娩機関への振込指定は可能とする。

(5)統一書式
申請書式 (事前申請用と事後申請用)はいずれも統一書式とし、分娩機関にお

いても用意 しておくことにより、事前申請を告知して勧める。

(6)母子手帳シールの廃止

直接支払制度のような母子手帳シールは不要となるので、廃止する。各分娩機

関によつて告知・説明・手続き補助をする。

(7)支給遅延の場合
2ヶ 月以上前の事前申請にもかかわらず出産通知後 2日 以内に支払いがない

時には、年 5%の割合による遅延損害金が発生する。

(8)出産育児一時金等の受給資格
「妊娠 4ヶ 月以上」とすると法改正の有無が議論となりうるので、早期実施の

ために、従来通り、「出産時」の資格とする。但 し、実際上、妊娠 4ヶ 月以上時点

となる (健康保険法第 106条 「1年以上被保険者であつた者が被保険者の資格

を喪失 した日後 6月 以内に出産 したときは、被保険者として受けることができる

はずであつた出産育児一時金の支給を最後の保険者から受けることができる」)。

(9)産科医療補償制度との関係

産科医療補償制度とは全く切 り離 し、制度的関連は持たせない。

(10)現物給付化との関連
出産育児一時金はあくまでも現金給付であり、分娩費用の現物給付化との関連

は一切ない。

(11)専用請求書の廃止
専用請求書のシステムは、分娩機関にとつて事務負担が大きいので、す

べて廃

止する。

(12)国保連に支給窓口を一本化
直接支払制度での支給窓ロー本化はそのまま維持するも、支払基金は窓口から

一切外す。
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ttlifr &lk ( if)出4:児の I・/

|`え成    イF   りl   11

医″″:設の名

“

・ヽI′4:地

医「 F・ 助産
rlli名

i!1′た児氏名′1111出「

ヽ

`成

   年
市 Iズ  ロl 本1 長 名

本
`い
請に基づく給付金に閃う

‐
る受
等負,理

人
矯r任
し
れ
す。

被保険者   イ|:所
(11:計 者) 氏名

ll

0

受

取

代

理

人

の

概

【
受
取
人
情
報
）

○代理人
の

氏イ:と口l

(フ リガナ ) 委任とと代
=1人
との関係 'Fl,! il,- ,l ll&lll

' P {.f ll {'l flr
①

のイtllll人
のイI所

使
号
掛
幕

)

(フ リガナ )

ili11
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健康保険

出 代 行 者
:③

出産育児一時金支給申請書 (事前申請用 )
被 保 険 者

家   族

◎

「
※
」
印
欄
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

◎
添
付
書
類
に
つ
い
て
は
裏
面
に
掲
載
し
て
あ
り
ま
す
。

必
ず
ご
覧
く
だ
さ
い
。

被
　
保

８
〓
Э 1:明治

3:大エ
5:昭和
7:平成

月 日

⑨ 被保険者

(申請者)
の氏名と印

(フ リガナ) 事

業

所

の

υ
名 称

③ o x*w
険

者

が

記

入

す

る

と

こ

ろ

⑪ 被保険者

(申請者)
の 住 所

⑩郵便番号
(フ リガナ)

電 話

さ

た
る

の

し
あ

者
諄請̈
一［
‐ま、

伏
め
き

破
た
と

,

氏名 生年月日 撃黎   年  月   甲生

⑫出産予定日

月

入院する

医療機関

名 称 と

梓

者
続険胸

保
生
被
出
∋

所在地

⑬ 法第 3条弟 2損微場
険者 と して支給 を

受けた場合はその奪

(調 整 減 額 )

円 蔵考

…

後t家族の被扶養者となったときは、

その被保険者証の

) 被扶養者が被保険者であつた場合は、
その当時の被保険者証の

保険者名・記号及び番号

甲
の
支
払
金
融
機
関

⑩支払区分

込

金

金

払

送

送

行

鯛

地

振

銀

郵

当

通
座
知

段

普

当
通

別

１
２
３

４

一Э
精
難
崎
一栃
妍
精
姑

節
鎮
部
一腱
餞
餞
満

∋ 口座番号 ::: 口座名義

銀行送金の場合 店: 郵便局送金の場合 郵便局
銀 行

甲 (       )は 、医療機関等である乙 (       )を 代理人と定め、次の権限を委任します。

取 1 甲が申請する出産育児一時金のうち、乙が甲に対して出産に関し請求する費用
の額 (上限35万円※)の受領に

関すること。 ※~児につき上限 35万円
代

醤 1    甲 (被保険者)の住所   

平成   年   月   日

氏名             0
人

乙 (代理人)の  住所
の1        氏名             ③

電話       (      )

相難嚇

行

庫

組

銀

金

信通
座
知
段

普
当
通

別

１
２
３
４

1:振   込
2:銀 行 送 金
3:郵便局送金
4:当 地 払

の
支

払

金

融

機

所
店
店

支
本
支

駆饉鵬協

郵便局送金 の場行送金 の場

「
       ■
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健康保険 出産育児一時金支給申請書 (事前申請用)被 保 険 者

家   族

◎

「
※
」
印
相
は
記
入
し
な
い
て
く
だ
さ
い
。

◎
添
付
書
類
に
つ
い
て
は
裏
面
に
掲
載
し
て
あ
り
ま
す
。
必
ず
ご
覧
く
だ
さ
い
。

りV/

根

ヽ
種
ｔ

FLl

提 出 代 行 者
③

く

だ

さ

い

被
　
保

２

．‥

‥

Э
…
…

1:,"
3=大 J
5=● |
7=字|

月

⑨ 被保険者

(申請者)
の氏名と印・

(フ リガす)
幸

楽

「

の

′
名 称

0 D *uw
険

者

が

記

入

す

る

と

こ

ろ

⑪ 被保険者

(申請者)
の 住 所

⑩郵便番号
(フ リガサ

電話

た
る

の
しあ者
輩諏̈つ̈は、
扶めき

被
た
ル

,

氏名 生年月日 霧 年 月 日生

躙 Ｌ
胎
試
準
嘲

調叩6.ni」 Ц

マ

入院する

医療機関

名 蒻 と

押

者
続

障
¨

被
出
∋

離 週

⑬ 法第 3条第 2吸薇條
険者 として支給を

受けた嬌合はその密
f調 整 減 額 )

「

願 萄

被扶養者となったときは、

その被保険者証の     _
) 被扶養者が被保険者であつた場合は、
その当時の技保険者証の  ___

保険者名・ 記号及び番号

粘難晰
鰤
餌
燎

ュ:振   込
2:銀 行 送 金
3:郵便局送金

の
支
払
金
融
機

妬
相
難

餞越諄

II申 議 雌 』Ll馴
雪
猛 1し神 錮 :』魯∫季彎

'11311こ

聯
群 滋 に

と

畠享:Li「
~豪
II三肇農異却

平成   年

甲 (被保険者)の住所

氏名

乙 (薇理人)の 住所

蔀融威鍛クロ 氏名
電話       (

0

③

こ

の
支

払

金
融

機

関

④支払区分

長

2:銀 行 き 金
3:郵便局送金

4:当 地 払

込1 塑
ヨ
「
ｌ
ｄ
引
Ｊ
「
―
瓢

通
座

知

段

普
当

通

別

１
２
３

４

Э 相
類
隋
一輌
斯
稲
駕

節鯨印一腱は鵬議

送

信

〕 口座番号
口座名義

銀行 送 金 の場 合
郵便局

銀行 店 :郵 便 局送金 の場毛

日月年

「
  受付口付印  ■.
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健康保険 出産育児一時金支給申請書 (事前申請用)被 保険 者

家   族

０

「
※
」
印
機
は
記
入
し
な

い
で
く
だ
さ
い
。

０
添
付
書
類
に
つ
い
て
は
裏
面
に
掲
載
し
て
あ
り
ま
す
。

必
ず
ご
覧
く
だ
さ
い
。

転
じ
籠
兒

旭

被

保

険

者

が

記

入

す

る

と

こ

ろ

*&;f,r.'J'E+'*+ 送

　
信盟

．‥

‥

ゆ
．‥
‥

::●●
■=大=|=●●
7=旱崚

:■

t

⑨ 被保僚者

(申請者)

の氏名と印

(ア メガナ)
事

業

所

の

フ
名  称

0 D所在地

⑪ 技保険者

(申請者)
の 住 所

03便番号

鑑 話

生年月 日 軍黎   年  月   日生要秩費 者 が出産 した

た め の 申 精 で あ る

ル き は 、 そ の 者 の

,
氏名

一
費

く

日

マ嘲 首

彎

亀
胎
叙
準
聴

入院する

医療機関

名 義 と

”

者
擁険卿

保
生
技

出

Ｄ

し
離 埋

0護llγぞ[理
受けた彗合はその■

(■ 菫 ■_菫 ) った場合は、

その当時の技保険ftO  __¬5~頂雨順藤百
「

~家
族の技扶養者となつたとき:工、

その技保険者離の

保険者名 ‐記号及び番号

節
鮮
解

通
塵
知
段

善
当
通
別

１
２
３
４

1 =lr    iさ

,:饉 行 送 金

3:椰 便■ 議会
の
支
払
金
融
機

甲 (技保険者)の住所

氏名

乙 C― )の 住所

蔀融壷雲ジヨ  氏名

。 9キ聯渤
―サた颯朽くヒ・

③

i][]:::「:::::]][:::[ii::i:::::[i:ili[〔 lli::i[:稔
L

_     .      、、
～
ィ ル :L‐ _ヤ r"´

平成  年  月  日   甘ミ孝、ほ ill嘔 [採焼嘘負Or韓

雑如耐
節
”
鳳

通
塵

知

段

善
当

通

別

■
２
３

４

2:螢 行 善 全

●:“侵■基金

4:当 地 払

乙

の
支

払

金
融

機

関
便 局 送金 の場

行 送 金 の 嬌

F 熱 ｀` い  ‐‐‐、
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出産事実の通知書

平成  年  月  日

東京都国民健康保険団体連合会 御中

医療施設の名称・所在地

医師・助産師名

平成  年  月  日受付に係る別紙の 「健康保険出産育児一時金支給申請書

(事前申請用)」 記載の妊娠証明に関し、次のとおりに出産事実を通知いたします。

出産 した年月日   平成  年  月  日
生産又は死産の別  生産・死産
生産児の数     単胎・多胎 (  児 )
死産児の数         人 (妊娠  ヵ月・週 )

備考

添付書類

1 健康保険 (被保険者・家族)出産育児一時金支給申請書 (事前申請用)〔受付 日

付印 付き〕写し         1通

③



け

「出産育児一時金等の医療機関等への直接支払制度」終了後の

新制度に関す る要望書

平成 22年 5月 26日

厚生労働大臣

長 妻  昭 様
一般社団法人東京都助産師会

会長  l li村 節子

一般社団法人東京都助産師会 (以下「当会」といいます。)は ,日1産育児一時金等の医療機関等ヘ

の直接支払誌1度 (以下「当該制度」といいます。)について,①出産費用に係る支給の遅オlにより未

収入金が発生して助産所等の経営を圧迫するおそオlがあること,②事務手続きが複雑で負担になるこ

と,③地域の出産施設(嘱託医及び嘱託病院等を含む)が経営困難となり減少する恐れがあることなど

の理由により,これを廃上して新たな市1度を創設することを望んでおります。当会は,各地域に密着

した自然分娩によるお産や子育て支援を目指しておりますが,当該制度により助産所の経営が圧迫さ

れると,こ のようなお産や子育て支援の目的を果たせなくなります。当該制度は,緊急少子化対策の

一環として,平成 21年 10月 から平成23年 3月 までの暫定措置として導入されておりますが,上

記のような問題を含んでいるところ,これらの問題点を解消した新たな制度の創設等について,以下

のとおり要望致します。

要望事項

1 当該制度は平成23年 3月 をもって終了し,これに代わる新たな制度を倉1設すること。

2 上記 1の新制度は,出産に要する費用や出産前後の健診費用等の出産に要すべき費用

の経済的負担の軽減を図る為に支給されるという出産育児一時金の本来の趣旨に沿って

行い,特に以下の点が考慮されること。

(1)出産育児一時金の請求と支給は,保険者・被保険者間での完結を原則とすること。

(2)出産育児一時金は,お産をした人が事前中請をすれば,出産事実の通知直後に受領

できること。

(3)振 り込み指定制度を活用するなどにより,被保険者が希●J_する場合は,出産育児一

時金の全部又は一部を分娩施設等への支払に充てることができること。

(4)事前中請及び出産事実の通知に係る手続きは可能な限り簡便にすること。

(5)無保険者等受給資格のない人への配慮がなされること。

3 子育て支援の為)平成 23年度以降,出産育児一時金支給額の増額の他,産後育児一

時金を支給することc

4 新制度検討に当たり,当会代表者をメンバーに加えること。

5 出産は疾病ではないことから,助産師が取 り扱う正常範囲の分娩に対 して今後も分娩

料,妊・産・褥婦・新生児のケア料等は保険適用としないこと。

以上



|『

平成 22年 3月 31日

骸 殊

日本産科婦人科学会
0日本産婦人科医会共同要望書に対する支持声明書

私は平成22年 10月 7日に出産予定日の妊婦t
私は、本日付けで長妻厚生労働大臣に提出された社団法人日本瑳料婦人科学会

0社団法人

日本産婦人科医会共同での「『出産育児一時金等の医療機関等
への直接支払制劇 終了後の抜

本的改革に関する要望書]に対し、全面的な支持を表明致しま丸

当面は、出産育児一

―

制度に代わる新たな制度の創設合の動きを見守り、両会

統一の要望書に沿つた制度創設を期待しております。出産前に一時金が妊婦
に払われれば安

心して出産に望むことが出来ま丸

来年からではなく、出来るだけ早期に制度の中止を希望致
しま九

以 上
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平成 22年 3月 31日 に厚労省大臣に提出された「出産育児一時金等の医療機関等への

直接支払制度」終了後の抜本的改革に関する要望書に賛同する声明書

平成 22年 3月 31日

日本のお産システムを守る会

石井廣重 田中啓一 船橋宏幸

日本のお産システムを守る会は日本各地に展開する産科システムを守るために出産育児

一時金の医療機関への直接支払制度の即時廃止を求める立場から上記要望書に賛同す

ることをここに表明します。表明に際して以下の点を付記 します。

分娩医療機関は国民のために存在することは言うまでもありません。そして分娩医療

機関において日々働き分娩医療を提供する私たちもまた国民の一部です。決して産科医

と一般消費者 とが対立 しているわけではありません。

私たち医療従事者は日夜妊産婦とあかちゃんのために心をつくして働いています。私

たちにも生活がありこどもがあり老親があります。私たちの仕事と生活も守らなくては

なりません。

消費者の利益を優先するあまりに事業者である私たちの仕事と生活を損なうものが

この「出産育児一時金の医療機関への直接支払制度」です。どうか厚生労働磐の皆様方、

国会議員の方々、報道機関の方々が、事業者の犠牲において消費者を大事にすることの

ないよう配慮をお願いします。なぜならあらゆる事業者はあらゆる事業場面において消

費者よりもはるかに少数ですので、個男け分野ごとに消費者の利益のみを優先させれば、

やがてこの国から事業者がいなくなり、消費者ばかりの国になつていくでしょう。しか

しそんな国は成立していかないのです。



//

平成 22年 3月 31日

産科中小施設研究会 (会員数約ωQ縛

世話人代表 鈴木正彦 (代表)、 堀口貞夫、関根憲治、久保田繁、剣 |1豊、池下久弥

連絡先 :唖L&DⅨ 03‐5605‐

2277

日本産科婦人科学会 0日本産婦人科医会共同要望書に対する支持声明書

産科中イ瀬酬糊究会 (会員数約 400″馬 は、本日付けで長妻厚生労働大臣に提出された社

団法人日本産科婦人科学会・社団法人日本産婦人科医会共同での「『出産育児一時金等の医療

機関等への直接支払制度』終了後の抜本的改革に関する要望書」に対し、全面的な支持を表

明致します。

当面は、出産育児一時金直接支払制度に代わる新たな制度の創設への動きを見守り、両会

統一の要望書に沿つた制度創設を期待しておりま丸

我々は未収入金発生のため経営が困難になっていま丸

来年からではなく、出来るだけ早期に制度の中止を希望致します。

以 上
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3月 31日 、当会は下記の理事長談話を発表しました。照会は事務局
・高橋 他 :045‐

“

3‐2411):a

日本産婦人科学会と日本産婦人科医会の共同要望書を支持する

出産育児一時金「直接支払制度」を廃止臥 法の本旨
へ回帰を

欄 ll県保険医協会

.                    理事長  池川 明 (談話)

昨年 10月 1日 より、一片の保険局長通知により突如、産科の
「出産育児一時金」直接支払制度が立

ち上|ずられ、分娩費の産科医療機関への入金が出産当月から2～ 3ヶ月先となり、運転資金シ
ョート

により産科医療機関の存立が危ぶまれるという事態が起きている。

さすがに社会的問題となり、この制度の完全実施が半年間猶予されたのに続き、過日、厚労省は今

年度 鬱011年 3月 31日迄)一杯の延期と制度見直しを決め、変化をみせている。

この下で3月 31日、日本産婦人科学会と日本産婦人科医会が共同で「『出産育児一時金等の医療機

関への直接支払制度』終了後の抜本的改革に関する要望書」を厚労大臣あてに提出した

その内容は、①出産育児一時金の直接支払制度を2011年 3月 31日で終了し、②健保法で規定され

た出産育児一時金の本旨に立ち返り、新たな制度を確立すること、C断制度は保険者
‐被保険者の間

で請求と支給が完結することを原則とする、④事前申請に基づく受領委任払制度を可能とすること等

一となつている。

つまり、実質的に問題の「直接支払制度」の廃止と、従来の法に基づく対応の復活である。われわ

この「直接支払制度」は法的根拠が何もなく、法律改定はもとより、政令や省令で規定したもので

もない。保険局長通知の「実施要綱」の発出により半強制的に効力を発揮しており、立法主義を無視、

逸脱した大問題であり、そのことをわれわれは一貫して指摘してきた。今回の共同要望書はこの改善

に大きく資するものと考える。また、今次診療報酬改定での薬局による処方内容の変更や、領収明細

書の発行義務化など法の逸脱が濃い現在進行形の類例
へ、是正のための対抗力、援軍となる。

厚労省は、直接支払制度に関し「あくまでも医療機関の任意の協力」を盾にし、当会の照会に際し

ても、「関係団体・機関間の調整・合意により局長通知を出した」としていた 今回の共同要望書によ

り、この制度を肯定する医療機関関係団体はどこにも存在しなくなつている。厚労省は速や力ヽ
こ、健

保法の本旨に回帰した制度確立に尽力すべきである。

尚、当初より直接支払制度は2011年 4月 より制度見直しを予定し、オンライン請求が前提とされる

など、医療機関への強制協力と審査支払機関を介在させた出産育児一時金の「療養翻口、保険給付の

一尭管理など、医療保険再編に絡んだ複雑な思惑が透けている。

そのような思惑は捨て、産科医療機関と日本のお産を守るよう、健保法を遵守した制度運用を厚労

省には切に求めるものである。

2010年 3月 31日
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日本産婦人科学会・日本産婦人科医会共同要望書に関する

支持声明書

平成 22年 3月 31日

社団法人東京都助産師会助産所部会

会長 石村 あさ子
連絡先 :FAX03‐ 6659‐ 7141

社団法人 日本助産師会助産所部会 (以下「当会」といいます。)は,出産育児

一時金等の医療機関等への直接支払制度 (以下 「当該制度 Jと いいます。)につ

いて,①出産費用に係る支給の遅れにより未収入金が発生して助産所等の経営

を圧迫するおそれがあること,②事務手続きが複雑で負担になること,③支払

が確実とは言えないことなどの理由により,これを廃止して新たな制度を創設

することを望んでおります。

本日付で長妻厚生労働大臣に提出された社団法人日本産婦人科学会・社団法

人日本産婦人科医会共同の「『出産育児一時金等の医療機関等
への直接支払制

度』終了後の抜本的改革に関する要望書」は,当該制度に関する当会の意とそ

の内容を同じくするものであることから,当会はこれを全面的に支持すること

を表明致します。

当面 |ま,当該制度に関する上記問題点を解消した,これに代わる新たな制度

の創設に向けた動きに期待 して,これを見守る方針でおります。

お産の文イヒ,伝統を守る為にも,来年ではなく,出来るだけ早期に当該制度

を中止することを要望致します。

以上




